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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成22年11月11日に提出いたしました第９期第３四半期（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）四半期報告書の記

載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第４　提出会社の状況

１　株式等の状況

(1）株式の総数等

②　発行済株式

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿を付して表示しております。

 

第一部【企業情報】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

②【発行済株式】

　　（訂正前）

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成22年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 72,063,210 72,063,210
東京、大阪の各証券取引
所（以上各市場第一部）

（注）２～12
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式
単元株式数1,000株

計 72,063,210 72,063,210 － －

　（注）１．「提出日現在発行数」欄には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

２．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等（新株予約権）の特質は以下のとおりであります。

(1）本新株予約権の行使により交付される当社普通株式数は、行使価額の修正にともなって変動する仕組みとなって

いるため、修正開始日行使価額算定期間または修正後行使価額算定期間（それぞれ別記「新株予約権の行使時の

払込金額」欄第３項第(2)号に定義する。）に株価が下落し、修正後行使価額（別記「新株予約権の行使時の払込

金額」欄第３項第(2)号に定義する。）が当初行使価額（86.4円）を下回った場合には、交付される株式数が増加

する。

(2）本新株予約権の行使価額の修正基準及び修正頻度について

当社が行使価額修正の決定を行った本新株予約権の行使価額は、行使価額修正を決定した日の直前５連続取引日

の株式会社東京証券取引所終値の平均値×90％に修正され、以降、毎月第２金曜日に、その日までの５連続取引日

の株式会社東京証券取引所終値の平均値×90％に修正される（別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３

項第(1)号及び第(2)号を参照）。

(3）行使価額等の下限等について

本新株予約権の行使価額の下限は50.4円である（別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(2)号を参

照）。

割当株式数の上限

本件新株予約権の目的となる株式数の上限は17,500,000株（発行決議日現在の発行済株式数の約24.3％）と

なっており、これを超えて行使されることはない（本（注）３(1)上限議決権数超過行使等の制限に係る合意

を参照）。
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資金調達額の下限

資金調達額の下限については、本件新株予約権が、本件新株予約権の目的となる株式数の上限の範囲内におい

て、すべて下限行使価額である50.4円で行使された場合、調達金額の総額は884,195,000円となる。なお、本件新

株予約権は、当社が行使価額修正の決定を行わない場合等において行使されない可能性がある。

(4）本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の全部の取得を可能とする旨の条項が付されている（本

（注）10「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」第(1)号を参照）。

３．本件新株予約権に表示された権利の行使に関する事項についての本新株予約権の所有者との間の取決めの内容

当社は、本新株予約権の所有者である野村證券株式会社（以下「割当先」という。）との間で、下記の内容について

合意しております。

(1）上限議決権数超過行使等の制限に係る合意

①　当社は、当社が本件新株予約権の発行後６ヶ月以内に第三者割当の方式で交付する当社普通株式及びその他の

種類の議決権付株式（以下「同時期発行議決権付株式」と総称する。）に係る議決権の数に、本件新株予約権、

当社が本件新株予約権の発行後６ヶ月以内に第三者割当の方式で発行する新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）及び当社普通株式以外の種類の株式（以下「同時期発行新株予約権等」と総称す

る。）の取得又は行使が行われることによって増加する議決権の数を加えた議決権の数の累計が、17,500個

（ただし、当社が当社の議決権付株式の併合、分割もしくは当社の株主に対し当社の議決権付株式の無償割当

て又は当社の議決権付株式の単元株式数の変更をする場合は、当該株式併合、株式分割もしくは無償割当ての

割合又は変更前後における単元株式数の比率に応じて減少又は増加するものとし、当該株式併合、株式分割も

しくは無償割当ての基準日又は単元株式数の変更日前に発行された同時期発行議決権付株式に係る議決権並

びにかかる基準日もしくは変更日前に本新株予約権又は同時期発行新株予約権等の行使又は取得により増加

した議決権の数も同様に減少又は増加したものとみなして計算する。）を超えることとなるような本件新株予

約権の行使又は同時期発行新株予約権等の行使もしくは取得請求を行わせず、また、同時期発行新株予約権等

の取得もしくは同時期発行議決権付株式の発行を行わない。（以下、かかる本件新株予約権の行使および同時

期発行新株予約権等の行使、取得請求または取得ならびに同時期発行議決権付株式の発行をあわせて「上限議

決権数超過行使等」という。）

②　当社は、本項第(2)号「割当先による行使制限措置」②に基づく割当先による確認に係る本件新株予約権の行使

が上限議決権数超過行使等に該当することとなる場合、その旨割当先に通知した上、速やかに本（注）10「自

己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」第(1)号に定める取得（残存する本新株予約権の全部の取得に限

る。）の手続を行うものとする。ただし、割当先により複数個の本件新株予約権の行使に係る確認がなされ、当

該複数個の一部の行使であれば上限議決権数超過行使等に該当しない場合、上限議決権数超過行使等に該当し

ない最大個数に係る本件新株予約権を除く。

③　当社は、割当先による本件新株予約権の行使が上限議決権数超過行使等に該当する場合、本件新株予約権の要項

の定めにかかわらず、割当先に対して、本件新株予約権の要項に従った当社普通株式の交付を行う義務を負わ

ない。ただし、割当先により複数個の本件新株予約権の行使がなされ、当該複数個の一部の行使であれば上限議

決権数超過行使等に該当しない場合、上限議決権数超過行使等に該当しない最大個数に係る本件新株予約権を

除く。

(2）割当先による行使制限措置

①　当社は、株式会社東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条第１項、同規程施行規則第436条第１項から

第５項までの定めならびに株式会社大阪証券取引所の定める企業行動規範に関する規則第４条第１項及び同

取扱い２(1)乃至(6)の定めに基づき、ＭＳＣＢ等の買受人による転換又は行使を制限するよう措置を講じるた

め、日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」に従い、所定の適用除外の場合を除

き、本件新株予約権の行使をしようとする日を含む暦月において当該行使により取得することとなる株式数が

本件新株予約権の払込日時点における当社上場株式数の10％を超えることとなる場合の、当該10％を超える部

分に係る新株予約権の行使（以下「制限超過行使」という。）を割当先に行わせない。

②　割当先は、制限超過行使及び上限議決権数超過行使等に該当することとなるような本新株予約権の行使を行わ

ないことに同意し、本件新株予約権の行使にあたっては、予め当社に対し、本件新株予約権の行使が制限超過行

使もしくは上限議決権数超過行使等に該当しないかについて確認を行う。
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４．当社の株券の売買に関する事項についての本新株予約権の所有者との間の取決めの内容

当社は、割当先との間で、以下について合意しております。

割当先は、本件新株予約権の権利行使により取得することとなる当社普通株式の数量の範囲内で行う売付け等以外

の本件に関わる空売りを目的として、当社普通株式の借株は行いません。

５．当社の株券の貸借に関する事項についての本新株予約権の所有者と当社の特別利害関係者等との間の取決めの内

容

該当事項なし

６．その他投資者の保護を図るため必要な事項

当社は、割当先との間で、以下について合意しております。

割当先は、本件新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社取締役会の決議による当社の承認を要するものとす

る。ただし、割当先が、本件新株予約権の行使により交付された株式を第三者に譲渡することを妨げない。

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総額

金100,219,500円

本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合および当社が本新株予約権を取得した場合には、上記金額は減

少する。

８．新株予約権の行使請求及び払込の方法

(1）行使価額修正期間中に別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(1)号に基づく行使価額修正の決定が

一切行われていない場合または別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(3)号に基づく行使価額の修

正が行われた後、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(1)号に基づく行使価額修正の決定が行わ

れていない場合において行使請求を行うときは、新株予約権者は、平成24年９月28日まで（当日を含む。）に、本

項第(6)号および第(7)号に定める行使請求手続を完了するものとする。

(2）平成24年９月29日以降に別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(3)号に基づく行使価額の修正が行

われた場合において行使請求を行うときは、新株予約権者は、権利行使最終期日まで（当日を含む。）に本項第

(6)号および第(7)号に定める行使請求手続を完了するものとする。

(3）別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(1)号に基づく行使価額修正の決定が行われた場合におい

て、修正後行使価額が適用される前の行使価額（以下「修正前行使価額」という。）に基づき行使請求を行うと

きは、新株予約権者は、修正開始日の前銀行営業日まで（当日を含む。）に本項第(6)号および第(7)号に定める行

使請求手続を完了するものとする。

(4）別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(1)号に基づく行使価額修正の決定が行われた場合におい

て、修正後行使価額に基づき行使請求を行うときは、新株予約権者は、包括行使請求書提出期間内に行使請求書を

提出することにより、各本新株予約権につき、別記「新株予約権の行使の条件」欄第２項第(1)号に定める条件が

成就した場合に効力を生じる行使請求として、出資金額を本新株予約権１個あたりの行使に際して出資される財

産の価額とし、権利行使最終期日において有効な交付株式数を本新株予約権１個あたりの交付株式数として株式

の交付を受けることを意図する行使請求（以下「包括行使請求」という。）の手続きを、本項第(6)号および第

(7)号に従い、権利行使最終期日を行使日として行うものとする。

(5）本項第(4)号に従い包括行使請求が行われた本新株予約権については、新株予約権者は、当該本新株予約権に係る

包括行使請求の行使日を待たずに、個別行使可能期間内において、いつでも、個別行使請求（以下に定義する。）

を行うことができる。ここで「個別行使請求」とは、当該各本新株予約権について、出資金額を本新株予約権１個

あたりの行使に際して出資される財産の価額とし、各個別行使請求の時点において有効な交付株式数を本新株予

約権１個あたりの交付株式数として株式の交付を受けることを意図する行使請求とし、個別行使請求の効力は、

本項第(6)号および第(7)号に定める行使請求手続が完了したときに生じるものとする。この場合、効力を生じた

個別行使請求に対応する本新株予約権に係る包括行使請求は、別記「新株予約権の行使の条件」欄第２項第(1)

号に定める包括行使請求に付された条件の不成就の確定により効力が発生しないこととなる。

(6）本新株予約権の行使請求を行う場合には、新株予約権者は、修正前行使価額に基づく行使請求（行使価額修正の

決定が一切行われていない場合の行使請求および別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(3)号に基

づく行使価額の修正が行われた後、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(1)号に基づく行使価額

修正の決定が行われていない場合の行使請求を含む。）、包括行使請求および個別行使請求の各場合に応じて、当

社が定める様式による行使請求書（以下「行使請求書」という。）に必要事項を記入し、記名捺印の上、これを本

（注）９「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」第(1)号に定める行使請求受付場所

に提出するものとする。

(7）本項第(6)号の行使請求書の提出に加えて、新株予約権者は、修正前行使価額に基づく行使請求（行使価額修正の

決定が一切行われていない場合の行使請求および別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(3)号に基

づく行使価額の修正が行われた後、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(1)号に基づく行使価額

修正の決定が行われていない場合の行使請求を含む。）の場合には、出資金総額を現金にて本（注）９「新株予

約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」第(3)号に定める払込取扱場所の当社の指定する口座

（以下「指定口座」という。）に払い込むものとし、包括行使請求の場合には、出資金総額を現金にて本（注）９

「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」第(4)号に定める決済取扱場所の所定の口座
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（以下「決済口座」という。）に払い込んだ上、決済取扱場所に対して、当該決済口座への払込みがなされたこと

および当該払込みに係る金額を当社に通知する旨、ならびに包括行使請求の効力が発生した場合には権利行使最

終期日に当該効力が発生した包括行使請求に係る新株予約権の個数に出資金額を乗じた金額を決済口座から指

定口座に払い込む旨の指図を行うものとし、個別行使請求の場合には、出資金総額を決済口座から指定口座に個

別行使請求の行使日に払い込む旨の指図を行うものとする。

(8）各個別行使請求がなされることにより包括行使請求の一部もしくは全部の効力が発生しない場合を除き、本項に

従い行使請求を行った者は、その後これを撤回することはできない。

９．新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所

(1）新株予約権の行使請求受付場所

株式会社トーア紡コーポレーション　総務部

(2）新株予約権の行使請求取次場所

該当事項なし

(3）新株予約権の行使に関する払込取扱場所

野村信託銀行株式会社　商品サービス開発部

(4）新株予約権の行使に関する決済取扱場所

野村信託銀行株式会社　商品サービス開発部

10．自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件

(1）当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する日（当該取締役会後２か月を超えない日に定められるものとす

る。）を別に定めた場合には、当該取得日において、残存する本新株予約権の全部または一部を取得する。当社が

本新株予約権の一部を取得する場合、抽選により、取得する本新株予約権を決定するものとする。当社は、本新株

予約権を取得するのと引換えに、当該本新株予約権の新株予約権者に対して、本新株予約権１個あたり払込金額

と同額を交付する。当社は、取得した本新株予約権を消却するものとする。

(2）当社は、当社が消滅会社となる合併、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以下「組織再編行為」とい

う。）につき当社株主総会（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した場合、当該組織再編行

為の効力発生日以前に、当社が本新株予約権を取得するのと引換えに当該本新株予約権の新株予約権者に対して

本新株予約権１個あたり払込金額と同額を交付して、残存する本新株予約権の全部を取得する。当社は、取得した

本新株予約権を消却するものとする。

(3）当社は、行使価額修正期間中に別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(1)号に基づく行使価額修正

の決定が一切行われていない場合または平成24年９月28日までに別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第

３項第(3)号に基づく行使価額の修正が行われ、当該修正後同日までに別記「新株予約権の行使時の払込金額」

欄第３項第(1)号に基づく行使価額修正の決定が行われていない場合、平成24年９月28日の翌銀行営業日に、無償

にて、残存する本新株予約権の全部を取得する。当社は、取得した本新株予約権を消却するものとする。

(4）本項第(1)号または第(2)号により本新株予約権を取得する場合には、当社は、当社取締役会で定める取得日の２

週間前までに、当該取得日を、新株予約権原簿に記載された本新株予約権の新株予約権者（本新株予約権の一部

を取得する場合は、当社取締役会が決定した本新株予約権の新株予約権者）に通知する。

(5）本項第(1)号または第(2)号により本新株予約権を取得する場合において、包括行使請求に基づく出資金額が決済

口座（本（注）８「新株予約権の行使請求及び払込の方法」第(7)号に定義する。）に払い込まれていたときは、

当該取得事由発生後遅滞なく、取得される本新株予約権の個数に出資金額を乗じた金額が、決済取扱場所から新

株予約権者に返還されるものとする。

11．新株予約権行使の効力発生時期等

(1）本新株予約権の行使請求の効力は、本（注）８「新株予約権の行使請求及び払込の方法」第(6)号の行使請求書

が行使請求受付場所に到達し、かつ本（注）８「新株予約権の行使請求及び払込の方法」第(7)号の出資金総額

が指定口座に入金された場合において、本新株予約権を行使する日として当該行使請求書に記載された日（当該

行使請求書が行使請求受付場所に到達した日または本新株予約権の行使に際して出資される出資金の指定口座

への入金が行われた日のいずれかが、かかる行使請求書に記載された日の翌日以降である場合を除く。）に発生

する。ただし、包括行使請求に基づく行使の効力は、本（注）８「新株予約権の行使請求及び払込の方法」第(6)

号の行使請求書が行使請求受付場所に到達し、かつ本（注）８「新株予約権の行使請求及び払込の方法」第(7)

号の出資金総額が指定口座に入金されることに加え、権利行使最終期日の前銀行営業日までに、個別行使請求が

なされず、別記「新株予約権の行使の条件」欄第５項第(1)号に定めるいずれの事由も発生せず、別記「新株予約

権の行使時の払込金額」第３項第(3)号に定める事由も発生せず、本（注）10「自己新株予約権の取得の事由及

び取得の条件」第(1)号または第(2)号に定めるいずれの取得も行われていない場合に権利行使最終期日におい

て生じるものとする。

(2）当社は、本新株予約権の行使請求の効力が発生した場合には、社債、株式等の振替に関する法律に基づき振替株式

の新規記録または自己株式の当社名義からの振替によって株式を交付する。

12．１単元の株式数の数の定めの廃止等に伴う取扱い

当社が１単元の株式数の数の定めを廃止する場合等、本新株予約権の要項の規定中読み替えその他の措置が必要と

なる場合には、当社は必要な措置を講じる。
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　　（訂正後）

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成22年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 72,063,210 72,063,210
東京、大阪の各証券取引
所（以上各市場第一部）

権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式
単元株式数1,000株

計 72,063,210 72,063,210 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。
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